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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハウジングと、
　前記ハウジングの一方の端においての基板部材と、
　前記基板部材を通じて前記ハウジングの中へ延びている、プリント回路基板アンテナと
、
　前記基板部材および前記プリント回路基板アンテナ内のシーリングコンパウンドであっ
て、当該シーリングコンパウンドの中へ通じて前記基板部材および前記プリント回路基板
アンテナが伸びており、前記基板部材において前記プリント回路基板アンテナをシールす
るために前記プリント回路基板アンテナを封止するシーリングコンパウンドと、を備えて
おり、
　前記プリント回路基板アンテナは、前記ハウジングおよび前記基板部材の外側に設置さ
れたアンテナ端を備えている、爆発性環境で用いられるアンテナアセンブリ。
【請求項２】
　前記アンテナ端に同軸ケーブルが連結している、請求項１に記載のアンテナアセンブリ
。
【請求項３】
　前記基板部材に設置されるとともに前記プリント回路基板アンテナに接続されている弾
性部材をさらに備え、前記プリント回路基板アンテナは、前記弾性部材に近接するフレッ
クス回路に含まれている、請求項２に記載のアンテナアセンブリ。
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【請求項４】
　前記弾性部材の第一端は、前記シーリングコンパウンドによって最小部分的に封止され
ている、請求項３に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項５】
　前記ハウジングの一つの端において、前記ハウジングへ動作可能に連結する弾性部材の
第二端に対して連結された、第二基板部材をさらに備えている、請求項３または４に記載
のアンテナアセンブリ。
【請求項６】
　前記プリント回路基板アンテナは、狭い幅を有する断片を含むとともに、前記フレック
ス回路が当該断片に配置されている、請求項５に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項７】
前記プリント回路基板アンテナは、前記シーリングコンパウンド内の前記プリント回路基
板アンテナの固定するための前記基板部材に隣接する、少なくとも一つの側面突起を含ん
でいる、請求項１ないし６のいずれか１項に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項８】
　前記プリント回路基板アンテナは、当該プリント回路基板アンテナのそれぞれの側面上
にある、少なくとも一つの側面突起を含んでいる、請求項７に記載のアンテナアセンブリ
。
【請求項９】
　前記側面突起は、長方形、正方形、卵形、円形、不規則なパターン、または分岐する末
端の少なくともいずれかの部分の形状を有している、請求項７または８に記載のアンテナ
アセンブリ。
【請求項１０】
　前記プリント回路基板アンテナ上の電気部品をさらに含み、当該電気部品は、前記プリ
ント回路基板アンテナ上の導電性経路で接続された、請求項１ないし９のいずれか１項に
記載のアンテナアセンブリ。
【請求項１１】
　前記プリント回路基板アンテナは、狭い幅を有する断片を含み、当該断片は、前記断片
の向こう側および前記ハウジング内で、前記プリント回路基板アンテナの柔軟性を提供す
るために、前記基板部材に隣接して配置されている、請求項１ないし１０のいずれか１項
に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項１２】
　ハウジングと、
　前記ハウジングの一方の端においての基板部材と、
　当該基板部材を通じて少なくとも前記ハウジングに向かって延び、少なくとも導電性経
路を有するプラットフォームと、
　前記ハウジング内のアンテナと、
　前記導電性経路および前記アンテナの間の電気的接続と、
　前記アンテナ上において前記電気的接続へ接続された電気部品と、
　前記基板部材内のシーリングコンパウンドであって、前記プラットフォームが前記基板
部材の外側に設置されたプラットフォーム端を有するとともに、当該プラットフォームは
、前記シーリングコンパウンドの中へ延びており、前記基板部材において前記プラットフ
ォームをシールするために当該プラットフォームを封止しているシーリングコンパウンド
と、
を備えている、爆発性環境で用いられるアンテナアセンブリ。
【請求項１３】
　前記プラットフォーム端において前記導電性経路に電気的に接続された電気部品を含ん
でいる、請求項１２に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項１４】
　前記電気接続は、同軸ケーブルまたは柔軟性ワイヤの少なくとも１つである、請求項１
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３に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項１５】
　前記アンテナは、プリント回路基板を備えている、請求項１４に記載のアンテナアセン
ブリ。
【請求項１６】
　前記電気的接続は柔軟性リボンケーブルを備えている、請求項１２に記載のアンテナア
センブリ。
【請求項１７】
　前記プラットフォーム端において前記導電性経路に接続されたコネクタをさらに備えて
いる、請求項１２ないし１６のいずれか１項に記載のアンテナアセンブリ。
【請求項１８】
　前記基板部材は、他の物体に当該基板部材の取り付けを可能とするための延長部を含ん
でいる、請求項１２ないし１７のいずれか１項に記載のアンテナアセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この開示は、広く、爆発性環境下における無線通信のためのアンテナ装置に関し、特に
、ハウジングの基板部材において端部を封止した状態とするアンテナ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば炭化水素等の引火性材料の製造、貯蔵、輸送、あるいは使用のための施設は、そ
の環境での炎または火花による思いがけない着火の可能性のために、危険な環境となって
いる。それゆえ、火または爆発の可能性を最小化するための規制および基準は、このよう
な危険な環境において、建造物の構造、および、例えば防爆設備等の設備の使用を左右す
る。危険なガスが電気アークまたは火花に届くことができないようにするための、封鎖お
よび／または制限設備を含む前記規制および基準は、この危険な環境における火または爆
発を着火させないようにすることができる。設備または構造の指定された要素の意味で用
いられる「防爆」という用語は、その雰囲気へ伝播する火花または炎等の着火源を許可し
ないようにでき、もし、爆発が前記設備または構造内で起こったときには、当該爆発が安
全に軽減されることから、当該爆発は、包囲および圧力内で安全に封じ込められることが
できる。
【０００３】
　防爆アンテナアセンブリは、危険な環境において、無線通信を送信および／または受信
するために用いられる。このアンテナは、周囲の危険な環境から当該アンテナを隔離する
ためのレドーム内に収容または内蔵されることができる。通常、このアンテナは、レドー
ムの端部で、封入物または取付物を通じて延びる導電性ワイヤまたはケーブルに接続され
ている。前記封入物は、火花または爆発が前記レドームを出ないようにするために、前記
ワイヤまたはケーブルおよび前記レドームと一体となるフレームタイト（flame-tight）
な固定を提供しなければならない。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリは、ハウジングと、当該ハウジング
の一方の端においての基板部材と、当該基板部材を通じて前記ハウジング内を延びるアン
テナと、前記基板部材および前記アンテナ内のシーリングコンパウンドであって、これら
が当該シーリングコンパウンド内を通じて延び、前記基板部材で前記アンテナをシールす
るために前記アンテナを封止するものであるシーリングコンパウンドと、を備えている。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１】図１は、爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリの一例の部分切り取
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り略図である。
【図２】図２は、爆発性環境において用いられる他のアンテナアセンブリの一例の部分切
り取り略図である。
【図３】図３は、基板部材でシーリングコンパウンドの中に封止されたアンテナの一例の
部分略図である。
【図４】図４は、爆発性環境で用いられ、それに搭載された集積回路を備えるアンテナを
有するアンテナアセンブリ他の例の略図である。
【図５】図５は、爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリの他の例の部分略図
である。
【図６】図６は、爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリの他の例の部分略図
である。
【図７】図７は、爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリのさらに他の例の部
分略図である。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　ここに説明される、爆発性環境における無線通信のための本実施例のアンテナアセンブ
リは、概して、さまざまなタイプのデバイスによって、さまざまな環境において通信に利
用されることができる。加えて、ここに開示される本実施例は、例えば炭化水素処理工業
等の爆発性環境における防爆無線通信に関連して説明されるが、ここに説明される本実施
例は、より広く、異なる目的のさまざまな通信に適用可能とすることができる。
【０００７】
　図１は、爆発性環境において用いられるアンテナアセンブリの一例の部分的な切り取り
略図である。本実施例のアンテナアセンブリ１００は、例えば、ニューヨーク、スケネク
タディのジェネラル　エレクトリック　カンパニーからのノリル（登録商標）等のプラス
チック材料で製造されているレドームまたはハウジング１１０、プリント回路基板アンテ
ナ１２０、金属基板部材または封入物１３０、前記基板部材１３０内に設置されたシーリ
ングコンパウンドまたは防爆封止（encapsulant）材１４０、および、前記アンテナ１２
０に接続される同軸ケーブル１５０を含んでいる。前記シーリングコンパウンド１４０は
、例えば、マサチューセッツ、カントンのエマーソン　アンド　カミング　インコーポレ
イテッドからのスティキャスト（Stycast）（登録商標）エポキシ樹脂等の多数の埋め込
み用コンパウンドのいずれかで構成することができる。
【０００８】
　前記同軸ケーブル１５０は、例えば、集積回路（示さない）等、本実施例のアンテナア
センブリ１００のための他の回路または電機部品に接続することができる。前記ハウジン
グ１１０は、例えば、ネジ式、スナップ式、プレス式、および／または粘着性接続等の接
続の多数のタイプのいずれかによって前記基板部材１３０へ取り付けられることができる
。前記アンテナ１２０は、アンテナアセンブリ１００の外側に設置されたアンテナ端１２
２から、前記基板部材１３０を通じ、前記ハウジング１１０の中へ延びている。前記同軸
ケーブル１５０は、例えば、前記アンテナ１２０にプリントされた回路１２４へはんだ付
けされることで、接続されている。前記アンテナ１２０は、前記ハウジング１１０内の前
記アンテナを位置合わせおよび維持するための前記末端部材（end member）１３０におい
て、前記シーリングコンパウンド１４０内に封止されている。図１に明確に示すように、
前記アンテナ１２０は、前記末端部材１３０および前記シーリングコンパウンド１４０の
両方の中に通じて延びている。
【０００９】
　図１に示される本実施例のアンテナアセンブリ１００は、低コストの防爆アンテナアセ
ンブリを提供する。非同軸導電性ワイヤに接続されているアンテナ、特に高周波アンテナ
は、通常、ワイヤ、末端部材およびアンテナの材料の異なるタイプにより引き起こされる
、望ましくないインピーダンス変化の影響を受けやすい。インピーダンス適合のためのア
ンテナインピーダンスの適切な制御の維持のために、同軸ケーブルが一般に用いられてい
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る。加えて、導電性ワイヤまたは同軸ケーブルが、前記アンテナへシーリングマテリアル
を通じて延びているときに、当該導電性ワイヤまたは同軸ケーブルは、前記外部絶縁材お
よび前記内部ワイヤまたはケーブルの間の通過からどのような炎も妨げるために、通常、
その外側の絶縁材が除去された、または、剥ぎ取られた状態にある。しかしながら、本実
施例のアンテナアセンブリ１００は、前記末端部材１３０および前記シーリングコンパウ
ンド１４０を通じて、前記同軸ケーブル１５０が接続されている前記アンテナ端部１２２
へ延びている、プリント回路基板アンテナ１２０を含んでいる。前記末端部材１３０内に
収容された前記シーリングコンパウンド１４０の中に通じて前記プリント回路基板アンテ
ナ１２０が延びていることによって、本アンテナアセンブリ１００は、前記アンテナ１２
０、前記シーリングコンパウンド１４０および前記末端部材１３０の間で、フレームタイ
トなシールを提供し、末端部材およびシーリング材料を通じて延びる導電性ワイヤ、また
は、同軸ケーブルから絶縁材を除去する必要を排除し、インピーダンス変化を十分に軽減
する。
【００１０】
　図２は、爆発性環境に用いられる他の例のアンテナアセンブリ２００の部分切り取り略
図である。本実施例のアンテナアセンブリ２００は、通常、プラスチック材料で製造され
たレドームまたはハウジング２１０、上方アンテナ部２２５および下方アンテナ部２２６
を含むプリント回路基板アンテナ２２０、フランジ２３１を有する金属基板部材または封
入物２３０、前記基板部材２３０内で、前記アンテナ２２０の下方アンテナ部２２６の周
囲に設置された柔軟性コイルバネまたは弾性部材２３５、アンテナ基板部材２３７、前記
基板部材２３０内に設置されたシーリングコンパウンドまたは防爆封止材２４０、および
前記アンテナ２２０に接続された同軸ケーブル２５０を含む。前記同軸ケーブル２５０は
、例えば、集積回路（示さない）等の本実施例のアンテナアセンブリ２００のための他の
回路または電気部品に接続することができる。
【００１１】
　ここに提示する実施例のアンテナアセンブリ２００においては、前記ハウジング２１０
は、望ましくは、例えば、ネジ式、スナップ式、プレス式、および／または粘着性接続等
の接続の多数のタイプのいずれかによって、前記アンテナ基板部材２３７に取り付けまた
は結合される。前記ハウジング２１０は、例えば、図２に例示されるような重複嵌め合い
によって、前記基板部材２３０にゆるく連結されたハウジング端２１１を有し、前記基板
部材２３０に対して前記ハウジング２１０の動きを可能とするために、前記ハウジング端
２１１および前記フランジ２３１の間で、例えばＯリングシール等のシールを含んでいる
。
【００１２】
　前記アンテナ２２０は、前記基板部材２３０、前記シーリングコンパウンド２４０、お
よび前記弾性部材２３５を通じて、フレックス回路２２８を支持する狭幅アンテナ断片２
２７、および前記ハウジング２１０での前記上方アンテナ部２２５に向かって、本実施例
のアンテナアセンブリ２００の外側に設置された下方アンテナ部２２６においてアンテナ
端２２２から延びている。前記同軸ケーブル２５０は、例えば、アンテナ２２０上にプリ
ントされた回路２２４へのはんだ付けされることによって、接続されている。前記下方ア
ンテナ部２２６は、前記ハウジング２１０内で前記アンテナ２２０を位置合わせするため
の前記末端部材２３０において、前記シーリングコンパウンド２４０の中に封止されてい
る。
【００１３】
　本実施例のアンテナアセンブリ２００は、前記ハウジング内での前記アンテナ２２０の
強化された柔軟性を提供する。前記弾性部材２３５の第一端２３６は、前記末端部材２３
０に対する前記弾性部材２３５を位置合わせするために、当該末端部材２３０において前
記シーリングコンパウンド２４０内で受けられている。前記弾性部材２３５は、前記ハウ
ジング２１０内にわずかに位置し、前記アンテナ基板部材２３７に設置された上方端２３
８に向かって上方に延びている。前記弾性部材２３５は、前記末端部材２３０に向かって
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前記アンテナ基板部材２３７およびハウジング２１０に柔軟に連結されている。狭幅アン
テナ断片２２７は、前記フレックス回路２２８を支持し、前記下方アンテナ部２２６を前
記上方アンテナ部２２５に接続している。前記アンテナ断片２２７は、例えば、カプトン
（登録商標）ポリイミド柔軟性基板等の柔軟性材料で製造され、前記回路２２４に接続さ
れている前記フレックス回路２２８を支持している。前記弾性部材２３５、前記アンテナ
断片２２７、および前記フレックス回路２２８は、前記下方アンテナ部２２６に対する前
記アンテナ２２０の上方アンテナ部２２５の動きを可能としている。
【００１４】
　図２に示される本実施例のアンテナアセンブリ２００は、また、低コストの防爆アンテ
ナアセンブリを提供する。前記プリント回路基板アンテナ２２０の前記下方アンテナ部２
２６は、前記同軸ケーブル２５０が接続されている前記アンテナ端２２２へ向かって、前
記末端部材２３０およびシーリングコンパウンド２４０の両方の中に通じて延びている。
図１の前記アンテナアセンブリ１００のためにすでに述べたように、前記アンテナアセン
ブリ２００は、また、前記アンテナ２２０、前記シーリングコンパウンド２４０、および
前記末端部材２３０の間のフレームタイトなシールを達成しており、知られている末端部
材およびシーリング材料を通じて、前記ハウジングの外側の領域に向かって延びる導電性
ワイヤ、または、同軸ケーブルから絶縁材を除去する必要を排除し、インピーダンス変化
を十分に軽減する。加えて、前記弾性部材２３５、前記狭幅アンテナ断片２２７および前
記フレックス回路２２８の使用は、前記ハウジング２１０内で前記上方アンテナ部２２５
の強められた柔軟性を可能としている。前記上方アンテナ部２２５の強められた柔軟性は
、前記ハウジング２１０内での爆発、および／または、前記ハウジング２１０、前記末端
部材２３０、前記アンテナ端２２２、および／または前記同軸ケーブル２５０への衝撃ま
たは他のショックの影響により良く耐える前記アンテナアセンブリ２００を可能とする。
【００１５】
　図３は、シーリングコンパウンド３４０の中に封止されたアンテナ３２０の一例の部分
略図である。図３では部分的に例示されるのみであるが、本実施例のアンテナ３２０は、
ここに説明する他のアンテナアセンブリの構成要素または部分の全てまたは一部を含むこ
とができる。前記アンテナ３２０は、下方アンテナ部３２６からアンテナ端３２２まで延
びている。金属末端部材３３０、および、シーリングコンパウンドまたは防爆封止物３４
０は、前記下方アンテナ部３２６および前記アンテナ端３２２の間に設置されている。本
実施例のアンテナ３２０は、概略的に例示された金属末端部材３３０および前記シーリン
グコンパウンド３４０の両方の中に通じて延びている。前記シーリングコンパウンド３４
０が前記金属末端部材３３０に粘着的または構造的に結合されるように、前記シーリング
コンパウンド３４０が、前記金属末端部材３３０の内部表面３３１を粗くすること、また
は、織り目加工することを含むさまざまな方法によって保持されてよいことは、本技術の
当業者によって理解されるべきである。加えて、本実施例のアンテナ３２０は、前記金属
末端部材３３０および前記シーリングコンパウンド３４０内で本実施例のアンテナ３２０
を固定または取り付けを補助するために、ポイント３２９に延びている、１以上の突出ま
たは側面突起３２８を含んでいる。一対の配列した突出または側面突起または突起３２８
が、それぞれのポイント３２９に延びるように例示しているが、前記側面突出または突起
３２８は、例えば、長方形、正方形、円形、卵形、不規則なパターン、分岐している断片
末端等の多くの形状および形式を有してもよいとともに、本実施例のアンテナ３２０の一
方または両方の側面で、一直線上または非直線上に設置されてもよい。１以上の側面突出
または突起３２８の存在は、前記金属末端部材３３０および前記シーリングコンパウンド
３４０内で、本実施例のアンテナ３２０の固定された位置合わせを良好なものとする。
【００１６】
　図４は、例えばそれに搭載された集積回路４８０等の電気部品を備えるアンテナ４２０
を有する、他の例のアンテナアセンブリ４００の略図である。本実施例のアンテナ４２０
は、図中破線で示す、レドームまたはハウジング４１０、末端部材４３０、および、シー
リングコンパウンドまたは防爆封止物４４０の内に収容されることができる。図１および
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図２の説明を参照すれば、前記同軸ケーブル１５０および２５０は、一方の端で前記アン
テナ端１２２および２２２にそれぞれ取り付けられ、他方の端で、他の電気的システム、
サブシステム、または、例えば、マイクロチップ、マイクロプロセッサ、集積回路等のコ
ンポーネントにそれぞれ接続されている。しかしながら、図４に示すように、電気的シス
テム、サブシステムまたはコンポーネントは、前記アンテナ４２０に搭載または取り付け
られてもよい。例えば、図４は、前記アンテナ４２０の下方アンテナ部４２６に搭載また
は取り付けられた、例えば、集積回路４８０等の電気部品を例示している。前記下方アン
テナ部４２６は、前記集積回路４８０および他の電気システム、サブシステムまたはコン
ポーネントの間での電気的接続および通信を提供するために、集積回路４８０に一体とな
っている電気的接続と、アンテナ端４２２でのコネクタ４２３との間に延びる１以上の導
電性経路４８２を含んでいる。
【００１７】
　図５は、爆発性環境において用いられる他の例のアンテナアセンブリ５００の部分略図
である。本実施例のアンテナアセンブリ５００は、他の例について前述されたものと同様
の形式で、末端部材５３０へ接続されたレドームまたはハウジング（示さない）を含んで
いる。前記ハウジングは、プリント回路基板アンテナ５２０がより明確に見えるようにす
るために、例示していない。本実施例のアンテナアセンブリ５００は、前記アンテナ５２
０、例えば集積回路５８０等の電気部品または電気装置、前記アンテナ５２０上の１つ以
上の導電性経路５８２、コネクタ５２３、金属基板部材または封入物５３０、および、前
記基板部材５３０内に設置されたシーリングコンパウンドまたは防爆封止材５４０を含ん
でいる。前記アンテナ５２０は、前記末端部材５３０内の下方アンテナ部５２６に位置合
わせおよび維持するために、当該末端部材５３０で前記シーリングコンパウンド５４０内
に封止されている。前記末端部材５３０は、１以上の開口部５３３を有するフランジ５３
１を含み、これら開口部５３３は、例えば、ネジ、ボルト、リベット等の締結具５３５を
それぞれ受けることができる。前記アンテナ５２０は、前記末端部材５３０の外側に設置
された前記下方アンテナ部５２６においてアンテナ端５２２を含むとともに、前記基板部
材５３０および前記シーリングコンパウンド５４０内に通じて延びている。前記下方アン
テナ部５２６は、狭幅アンテナ断片５２７によって上方アンテナ部５２５に接続されてい
る。アンテナ回路５２４は、前記上方アンテナ部５２５の上で支持されている。前記アン
テナ端５２２においての前記コネクタ５２３は、前記アンテナ５２０および他の電気シス
テム、サブシステムまたはコンポーネントとの間の電気的接続および通信を提供する。
【００１８】
　本実施例のアンテナアセンブリ５００は、そのハウジング内で前記アンテナ５２０の強
められた柔軟性を提供する。特に、前記狭幅アンテナ断片５２７は、広幅の前記下方アン
テナ部５２６および前記上方アンテナ部５２５よりも柔軟であり、それゆえ、そのハウジ
ングに対する前記上方アンテナ部５２５の動きを可能としている。
【００１９】
　図５に示される本実施例のアンテナアセンブリ５００は、低コストの防爆アンテナアセ
ンブリを提供する。前記プリント回路基板アンテナ５２０は、前記末端部材５３０および
前記シーリングコンパウンド５４０を通じて、前記アンテナ端５２２および前記コネクタ
５２３に向かって延びている。本実施例のアンテナアセンブリ５００は、前記アンテナ５
２０、前記シーリングコンパウンド５４０および前記末端部材５３０の間でフレームタイ
トなシールを提供し、知られている末端部材およびシーリング材料を通じて、前記ハウジ
ングの外側の領域に向かって延びる導電性ワイヤ、または、同軸ケーブルから絶縁材を除
去する必要を排除し、インピーダンス変化を十分に軽減する。加えて、この前記狭幅アン
テナ断片５２７の使用は、さらに、前記アンテナ５２０の前記上方部５２５の柔軟性を良
好なものとする。この前記上方部５２５の強められた柔軟性は、前記ハウジングおよび／
または前記末端部材５３０への衝撃または他のショックにより良く耐える本実施例のアン
テナアセンブリ５００を可能とする。
【００２０】
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　図６は、爆発性環境において用いられる他の例のアンテナアセンブリ６００の部分略図
である。本実施例のアンテナアセンブリ６００は、他の例について前述されたものと同様
の形式で、末端部材６３０に接続されるレドームまたはハウジング（示さない）を含んで
いる。図６においては、前記ハウジングは、プリント回路基板アンテナ６２０がより明確
に見えるようにするために、先と同様に例示していない。本実施例のアンテナアセンブリ
６００は、前記ハウジング（示さない）内に搭載された前記アンテナ６２０、前記アンテ
ナ６２０上の回路６２４と、例えば前記下方プラットフォーム６２５上の集積回路６８０
等の電気部品または電気装置との間に延びる同軸ケーブル６５０、下方プラットフォーム
端６２２でコネクタ６２３に向かって延びている前記下方プラットフォーム６２６上の導
電性経路６８２、金属基板部材または封入物６３０、および、前記基板部材６３０内に設
置されたシーリングコンパウンドまたは防爆封止材６４０を含んでいる。前記下方プラッ
トフォーム６２６は、前記末端部材６３０内で当該下方プラットフォーム６２６を位置合
わせおよび維持するために、当該末端部材６３０において前記シーリングコンパウンド６
４０内で封止されている。前記末端部材６３０は、１以上の開口部６３３を有するフラン
ジ６３１を含み、これら開口部６３３は、例えば、ネジ、ボルト、リベット等の締結具６
３５をそれぞれ受けることができる。前記下方プラットフォーム６２６は、前記末端部材
６３０の外側に設置された前記プラットフォーム端６２２から、前記基板部材６３０およ
び前記シーリングコンパウンド６４０の中へ通じて延びている。前記プラットフォーム端
６２２においての前記コネクタ６２３は、前記集積回路６８０および他の電気的システム
、サブシステムまたはコンポーネントの間で電気的接続および通信を提供する。
【００２１】
　本実施例のアンテナアセンブリ６００は、また、そのハウジング（示さない）内で前記
アンテナ６２０の柔軟性を提供する。前記同軸ケーブル６５０は、前記下方プラットフォ
ーム６２６に対する前記アンテナ６２０の動きを可能とするために、当該下方プラットフ
ォーム６２６および当該アンテナ６２０の間で柔軟性を提供し、これにより当該同軸ケー
ブル６５０は、前記末端部材６３０および前記シーリングコンパウンド６４０の中の適切
な位置に固定されている。加えて、前記同軸ケーブル６５０は、前記集積回路６８０を前
記アンテナ６２０上の前記回路６２４に接続するための、柔軟電気ワイヤであってもよい
。
【００２２】
　図６に示される本実施例のアンテナアセンブリ６００は、また、他の低コストの防爆ア
ンテナアセンブリを提供する。前記下方プラットフォーム６２６は、前記末端部材６３０
および前記シーリングコンパウンド６４０を通じて、前記下方プラットフォーム端６２２
および前記コネクタ６２３に向かって延びている。本実施例のアンテナアセンブリ６００
は、前記下方プラットフォーム６２６、前記シーリングコンパウンド６４０および前記末
端部材６３０の間でフレームタイトなシールを提供し、そして、知られている末端部材お
よびシーリング材料を通じて、前記ハウジングの外側の領域に向かって延びる導電性ワイ
ヤ、または、同軸ケーブルから絶縁材を除去する必要を排除する。加えて、前記アンテナ
６２０の柔軟性は、前記ハウジングおよび／または前記末端部材５３０への衝撃または他
のショックにより良く耐える本実施例のアンテナアセンブリ６００を可能とする。
【００２３】
　図７は、爆発性環境において用いられるさらに他例のアンテナアセンブリ７００の部分
略図である。本実施例のアンテナ７００は、他の実施例についてここに述べたものと同様
の形式で、末端部材７３０に接続されるレドームまたはハウジング（示さない）を含んで
いる。本実施例のアンテナアセンブリ７００は、前記ハウジングに搭載されたアンテナ７
２０（示さない）、例えば前記アンテナ７２０上の集積回路７８０等の電気部品または電
気装置と、下方プラットフォーム７２６上の１以上の導電性経路７８２との間に延びるフ
ラットリボンケーブル７５０、下方プラットフォーム端７２２においてのコネクタ７２３
、金属基板部材または封入物７３０、および、前記基板部材７３０内に設置されたシーリ
ングコンパウンドまたは防爆封止材７４０を含んでいる。図６の前記実施例のアンテナア
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２６は、前記末端部材７３０内で前記下方プラットフォーム７２６を位置合わせおよび維
持するために前記末端部材７３０において前記シーリングコンパウンド７４０内で封止さ
れている。前記末端部材６３０は、フランジ７３１を含み、このフランジ７３１は、例え
ば、ネジ、ボルト、リベット等の締結具をそれぞれ受けるための１以上の開口部（示さな
い）を有してもよい。前記下方プラットフォーム７２６は、前記末端部材７３０の外側に
設置された前記プラットフォーム端７２２から、前記基板部材７３０および前記シーリン
グコンパウンド７４０の中へ通じて延びている。前記プラットフォーム端７２２において
の前記コネクタ７２３は、前記アンテナ６７９および他の電子システムまたはサブシステ
ムの間で、電気的接続および通信を提供する。前記フラットリボンケーブル７５０は、前
記下方プラットフォーム７２６に対する前記アンテナ７２０の動きを可能とするために曲
げることができ、これにより当該フラットリボンケーブル７５０は、前記末端部材７３０
および前記シーリングコンパウンド７４０の中の適切な位置に固定されている。
【００２４】
　図７に示される本実施例のアンテナアセンブリ７００は、さらに他の低コストの防爆ア
ンテナアセンブリを提供する。前記下方プラットフォーム７２６は、前記末端部材７３０
および前記シーリングコンパウンド７４０を通じて、前記下方プラットフォーム端７２２
および前記コネクタ７２３に向かって延びている。本実施例のアンテナアセンブリ７００
は、前記下方プラットフォーム７２６、前記シーリングコンパウンド７４０および前記末
端部材７３０の間でフレームタイトなシールを提供し、そして、知られている末端部材お
よびシーリング材料を通じて、前記ハウジングの外側の領域に向かって延びる導電性ワイ
ヤ、または、同軸ケーブルから絶縁材を除去する必要を排除する。加えて、前記フラット
リボンケーブル７５０の使用は、そのハウジング内での前記アンテナの柔軟性を良好なも
のとする。前記アンテナ７２０の強められた柔軟性は、前記そのハウジング内での爆発の
影響、および／または、前記ハウジング、前記末端部材７３０、前記下方プラットフォー
ム端７２２、もしくは前記コネクタ７２３への衝撃または他のショックにより良く耐える
本実施例のアンテナアセンブリ７００を可能とする。
【００２５】
　特定の実施例のアンテナがここに説明されているが、この特許の対象とする範囲は、そ
れに限定されない。それどころか、この特許は、文字通りまたは均等論の下であっても、
添付された請求項の範囲内に適正に収まる全ての方法、装置、および製品に及ぶものであ
る。例えば、ここに説明した前記柔軟回路が、また、前記アンテナの狭い部位であり、当
該柔軟回路が、柔軟回路と実質的に同様に屈曲および構造整合性を提供するものであって
よいことは、本技術の当業者は理解するはずである。加えて、前記集積回路は、説明した
ように、本開示の精神および範囲から逸脱することがなければ、前記シーリングコンパウ
ンド内で位置合わせされ、あるいは、前記金属末端部材の周囲または下方に位置合わせさ
れてもよい。
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